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環廃対発第 120525001 号 

環廃産発第 120525001 号 

平成２４年５月２５日 

 

 

（別記）関係県・政令市廃棄物行政主管部（局）長 殿 

 

 

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課長      

 

 

産業廃棄物課長      

 

 

 

東日本大震災からの復旧復興のための公共工事における災害廃棄物由来の再生資材

の活用について（通知） 

 

廃棄物行政の推進については、かねてから御尽力いただいているところである。 

さて、東日本大震災では津波等により大量の災害廃棄物が発生しており、被災地の

復旧復興にむけて、その迅速な処理を進め、かつ、生活環境保全上の支障を防止する

ためには、可能な限り再生利用を進める必要がある。 

これを受け、復旧復興のための公共工事に活用される災害廃棄物由来の再生資材に

ついて、下記のとおり取り扱うこととしたので通知する。貴職におかれては、下記の

事項に留意の上、その運用に遺漏なきを期されたい。また、貴管内市町村等に対して

は、貴職より周知願いたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定

に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１ 復旧復興のための公共工事に活用される災害廃棄物由来の再生資材の取扱い 

 東日本大震災により発生した津波堆積物、ガラスくず、陶磁器くず（瓦くず、れ
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んがくずを含む。）、又は不燃混合物の細粒分（ふるい下）に由来する再生資材のう

ち、以下の要件を全て満たすことを、一般廃棄物由来のものにあっては市町村、産

業廃棄物由来のものにあっては県（政令で定める市にあっては、市）（以下「県市

等」という。）が確認したものについては、廃棄物に該当しないものである。なお、

その他の災害廃棄物由来の再生資材が廃棄物に該当するか否かは、従前どおり、「行

政処分の指針」（平成 17 年８月 12 日環廃産発第 050812003 号環境省大臣官房廃棄

物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通知）第一などを踏まえ、その物の性状、排

出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に勘案

して判断すること。 

① 災害廃棄物を分別し、又は中間処理したものであること。 

② 他の再生資材と同様に、有害物質を含まないものであること。 

③ 他の再生資材と同様に、生活環境保全上の支障（飛散流出・水質汚濁・ガス

の発生等）を生じるおそれがないこと。 

④ 復旧復興のための公共工事において再生資材として確実に活用されること。 

⑤ ④の公共工事を行う者が定める構造・耐力上の安全性等の構造物が求める品

質を満たしていること。 

⑥ ④の公共工事を行う者によって、災害廃棄物由来の再生資材の種類・用途・

活用場所等が記録・保存されること。 

なお、上記の①～⑥の詳細等については別紙１に、また、津波堆積物、ガラスく

ず、陶磁器くず（瓦くず、れんがくずを含む。）、又は不燃混合物の細粒分（ふるい

下）に由来する再生資材のうち上記の要件を全て満たしていることを県市等が確認

し廃棄物に該当しないと判断されたものの活用例は別紙２に示すとおりであるこ

とから、参考とされたい。 

 

２ 留意事項 

本通知は、東日本大震災において津波等の被害により大量の災害廃棄物が発生し

ており、その迅速な処理を進めるためには可能な限り再生利用を進めることが必要

であること、迅速な処理の実施が、ひいては災害廃棄物による生活環境保全上の支

障の防止につながることに鑑み、復旧復興のための公共工事における災害廃棄物由

来の再生資材についての取扱いを明確化するものである。 

廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で譲渡することができないた

めに不要となったものをいい、そのため、占有者の自由な処分に任せるとぞんざい

に扱われるおそれがあり、生活環境保全上の支障を生じる可能性を常に有している。
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そして、廃棄物に該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通常の取扱い形

態、取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に勘案して判断することとされて

いる。 

しかしながら、未曾有の被害をもたらした東日本大震災においては、過去例を見

ないほどの大量の災害廃棄物が一度に発生した結果、津波堆積物や瓦くず等通常で

あれば最終処分場に埋立処分され得るものについても、可能な限り再生利用を進め

る必要がある。津波堆積物や瓦くず等は、インフラ復旧等の復旧復興のための公共

工事の資材として再生利用することが考えられるが、これらの物を再生したものに

ついて、製品としての市場の形成や占有者と相手方の間での有償譲渡は、現状では

生じにくい状況にある。 

この点、復旧復興のための公共工事の場合は、その実施主体が公的主体であるこ

とから東日本大震災により発生した災害廃棄物由来の再生資材について責任を持

って適正に活用することが可能であり、かつ、東日本大震災からの復旧復興の基盤

となる公共工事に活用される再生資材を迅速かつ安定的に確保することは、東日本

大震災からの復旧復興に資すると確実に認められるものである。 

このため、これらを総合的に勘案し、復旧復興のための公共工事に活用する災害

廃棄物由来の再生資材の一部については、その廃棄物該当性の判断に当たり、製品

市場の形成及び有償譲渡の実績が認められない場合であっても、各種判断要素の具

体的な基準として、一定の要件に適合することが確認された場合には、廃棄物には

該当しないものであることを明確化することとした。 

以上のことから、本通知は、あくまでも災害廃棄物由来の再生資材の一部を復旧

復興のための公共工事に活用する場合に限定されるものであり、環境保全上の安全

性の基準を緩和するものではなく、災害廃棄物由来の再生資材の活用と称した廃棄

物の不適正処理に対しては厳正に対処し廃棄物行政に対する国民の不信を招くこ

とがないよう留意されたい。なお、諸要件を満たし廃棄物に該当しないとされた場

合であっても、その後当該要件を満たしていないことが明らかになった場合におい

ては、災害廃棄物由来の再生資材の活用と称した廃棄物の不適正処理に過ぎないの

であって、廃棄物として厳正に対処されたい。 
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（別記） 

県 

青森県 

岩手県 

宮城県 

福島県 

茨城県 

栃木県 

千葉県 

新潟県 

長野県 

 

 

 

 

 

政令市 

仙台市 

千葉市 

新潟市 

宇都宮市 

郡山市 

いわき市 

長野市 

船橋市 

青森市 

盛岡市 

柏市 

 

 

 

 



 

 

5 

復旧復興のための公共工事に活用する災害廃棄物由来の再生資材であって 

廃棄物に該当しないものの要件等 

 

１ 復旧復興のための公共工事に活用する災害廃棄物由来の再生資材であって廃棄

物に該当しないものの要件 

① 災害廃棄物を分別し、又は中間処理したものであること。 

公共工事の資材として活用するために必要な程度に分別若しくは中間処理が

行われたものであること又は「東日本大震災津波堆積物処理指針（平成 23年７

月 13 日、環境省）」の分類Ⅰに該当するものであることをいう。したがって、

分別又は中間処理が行われていない災害廃棄物であって「東日本大震災津波堆

積物処理指針」の分類Ⅰに該当しないものや、分別又は中間処理を予定してい

るものの未だ当該分別又は中間処理が行われていない災害廃棄物は、本要件を

満たさないものである。 

 

② 他の再生資材と同様に、有害物質を含まないものであること。 

その物の性状が、盛土材や路盤材等の資材に適さない有害性を呈しているも

のに当たらないものであることをいう。具体的には、原則として、土壌汚染対

策法施行規則（以下「規則」という。）別表第三の上欄に掲げる特定有害物質

の種類の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる要件（別添１）及び規則別

表第四の上欄に掲げる特定有害物質の種類の区分に応じ、それぞれ同表の下欄

に掲げる要件（別添２）を満たすこと並びに廃石膏ボード、石綿含有形成板等

の異物が混入していないことが、当該物の搬出元の地方公共団体（一般廃棄物

由来のものにあっては市町村、産業廃棄物由来のものにあっては県（政令で定

める市にあっては、市）（以下「県市等」という。））の廃棄物担当部局にお

いて確認されたものであることをいう。 

当該物が有害物質を含まないことの確認は、原則、当該物の性状がおおむね

同一であると推定される単位（以下「調査単位」という。）に区分し、それぞ

れの調査単位ごとに実施する（例えば、物の発生場所及び種類によって調査単

位を区分できるのであれば、発生場所及び種類ごとに実施する）ものとし、同

一の性状の再生資材を継続して提供する場合など性状が明らかな場合には、発

生過程等状況を勘案しながら確認することとする。また、異物の混入の有無は、

目視により確認し、記録する。 

なお、埋立処分するよりも再生利用した方が処理費用全体として価格優位性

（別紙１） 
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がある場合には、市町村又は市町村から災害廃棄物の処理の委託を受けた県が

確認のための検査等に要した費用は、災害等廃棄物処理事業費補助金の対象と

なる。 

 

③ 他の再生資材と同様に、生活環境保全上の支障（飛散流出・水質汚濁・ガス

の発生等）を生じるおそれがないこと。 

飛散流出のおそれがないこととは、例えば、不燃混合物の細粒分（ふるい下）

を用いる場合に、風雨による飛散流出がないよう、当該細粒分の上部にマルチ

ング材や覆土等による覆いがあることをいう。 

水質汚濁のおそれがないこととは、有害物質が溶出しないことをいう。具体

的には、②同様、規則別表第三の上欄に掲げる特定有害物質の種類の区分に応

じ、それぞれ同表の下欄に掲げる要件（別添１）を満たすことを、県市等にお

いて確認すること。 

ガスの発生等のおそれがないこととは、例えば、不燃混合物の細粒分（ふる

い下）の一部に有機物が付着混入している場合に、当該有機物に対して十分に

酸素が供給される状態であることや、発生するガスが地表に噴出しないよう十

分な覆土がなされることをいう。 

 

④ 復旧復興のための公共工事において再生資材として確実に活用されること。 

当該物を資材として活用する公共工事が確定しており、当該公共工事が復旧

復興のためのものであることをいう。 

 

⑤ ④の公共工事を行う者が定める構造・耐力上の安全性等構造物が求める品質

を満たしていること。 

構造・耐力上の安全性等構造物が求める品質を満たしていることとは、設計

図書において求められる品質を満たしていることをいう。なお、不燃混合物の

細粒分（ふるい下）等の一部にやむを得ず有機物が付着混入してしまった場合

には、当該有機物の分解による影響を考慮して安全性等が検討されたものであ

ることを確認すること。 

 

⑥ ④の公共工事を行う者によって、災害廃棄物由来の再生資材の種類・用途・

活用場所等が記録・保存されること。 

例えばしゅん工図書に、災害廃棄物由来の再生資材の種類・数量・用途・活
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用場所等が記録されることをいう。 

なお、保存されることとは、上記の事項がしゅん工図書に記録された場合は、

当該しゅん工図書の保存期間中保存されることをいい、上記の事項がしゅん工

図書以外の媒体に記録・保存される場合は、当該記録がしゅん工図書と同じ期

間保存されることをいう。 

 

２ その他 

（１） 県市等は、１の①～⑥の確認に当たっては、確認を求める者に対し、確認

の対象となる物の種類、量、分別又は中間処理が行われた場所、当該物が分

別又は中間処理される前に災害廃棄物として仮置きされていた場所及び１

の①～⑥を満たすことを示す書類の提出を求め、提出された書類に基づいて

確認を行うこと。確認後には、確認を求めた者に対し、これらの確認結果及

び以下の点を書面で通知すること。 

① 県市等に提出した書類及び当該県市等から通知された確認結果の書

面を保存すること。 

② 確認結果を速やかに公共工事を行う者等に情報提供すること。 

③ 廃棄物には該当しないことの確認を受けた再生資材を運搬する者が、

当該運搬車両に確認結果の書面の写しを備え付けておくよう必要な措

置を講ずること。また、公共工事の実施場所以外の場所に保管し、又は

公共工事において実際に活用する際に、県市等の求めに応じ当該再生資

材の管理者が確認結果の書面又はその写しを直ちに提示できるよう、必

要な措置を講ずること。 

また、当該物の放射性セシウム（Cs134及び Cs137）の放射能濃度について

も、当該物を提供する県市等の廃棄物担当部局において測定し、再生資材を

活用する公共工事発注部局等へ情報を提供するよう求めること。なお、埋立

処分するよりも再生利用した方が処理費用全体として価格優位性がある場

合には、市町村又は市町村から災害廃棄物の処理の委託を受けた県が測定に

要した費用は、災害等廃棄物処理事業費補助金の対象となる。 

 

（２） １の①～⑥を満たすことを示す書類の例は以下のとおりであることから参

考とされたい。 

①について 

・分別又は中間処理の方法を記載した書類 
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②について 

・規則別表第三及び第四の要件 測定会社等が発行する検査証明書等 

・異物の混入の有無 異物の混入の有無について１の②により記録した書面

（必要に応じて写真を添付すること） 

③について 

・当該物を資材として活用する公共工事の設計図書 

④について 

・当該物を資材として活用する公共工事の名称及び当該公共工事を行う場所

を記載した書類 

⑤について 

・当該物を資材として活用する公共工事の設計図書及び当該設計図書におい

て求める品質を満たすことが確認できる書類 

⑥について 

・記録及び保存方法を記載した書類 
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津波堆積物、ガラスくず、陶磁器くず（瓦くず、れんがくずを含む。）、又は不

燃混合物の細粒分（ふるい下）に由来する再生資材の活用例等 

 

１ 津波堆積物、ガラスくず、陶磁器くず（瓦くず、れんがくずを含む。）、又は不燃

混合物の細粒分（ふるい下）に由来する再生資材の活用例 

○ 津波堆積物、不燃混合物の細粒分（ふるい下） 

・きょう雑物の除去又は洗浄による簡易な再生処理を行った後、盛土材として活

用する。 

 

○ ガラスくず、陶磁器くず（瓦くず、れんがくずを含む。） 

・公共工事を行う者が定める盛土材としての品質を満たしているものを盛土材と

して活用する。 

・粒度調整は用途に応じて行う。 

 

※ 他の災害廃棄物の再生利用への可能性については、技術的観点等を含め個別

に検討することが適当。 

 

２ 再生資材の活用に当たっての留意点 

災害廃棄物の再生利用については、「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事

故の影響を受けた廃棄物の処理処分等に関する安全確保の当面の考え方について

（平成 23年６月３日、原子力安全委員会）」の考え方を踏まえて整理された「福島

県内の災害廃棄物の処理の方針（平成 23年６月 23日、環境省）」により、「市場に

流通する前にクリアランスレベルの設定に用いた基準（0.01mSv/年）以下になるよ

う、放射性物質の濃度が適切に管理されていれば再生利用が可能」との考え方が示

されている。さらに、「クリアランスレベルを超える場合であっても、被ばく線量

を 0.01mSv/年以下に低くするための対策を講じつつ、管理された状態で利用するこ

とは可能」との考え方が示されている。また、「管理された状態での災害廃棄物（コ

ンクリートくず等）の再生利用について（平成 23年 12月 27日、環境省）」におい

て、被災地における管理された状態での災害廃棄物の再生利用の考え方（※）が示

されている。 

復旧復興のための公共工事における災害廃棄物由来の再生資材の活用に当たっ

ては、これらの考え方や方針を踏まえながら、当該再生資材の個別の活用形態に応

じて活用を図ることとする。なお、災害廃棄物由来の再生資材を活用する復旧復興

（別紙２） 
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完成道路周辺居住者

Cs-134 Cs-137 Cs(134+137) Cs-134 Cs-137 Cs(134+137)

0.1 2.1E-02 8.5E-03 1.4E-02 4.8E-01 1.2E+00 7.1E-01

0.2 5.7E-03 2.1E-03 3.7E-03 1.8E+00 4.8E+00 2.7E+00

0.3 1.5E-03 5.2E-04 9.5E-04 6.8E+00 1.9E+01 1.1E+01

0.4 3.9E-04 1.2E-04 2.4E-04 2.6E+01 8.0E+01 4.1E+01

ケース２’-② 28
道路周辺居住者外部

(子ども)
Ｂ 0.2 5.8E-03 2.1E-03 3.7E-03 1.7E+00 4.8E+00 2.7E+00

ケース２’-①：道路・下層路盤材のみに再生資材を用い、上層路盤材の厚さを変化させたケース 評価点Ｂ：道路端

ケース２’-②：道路・下層路盤材＆路床・路体に再生資材を用いたケース

道路周辺居住者外部
(子ども)

上層
路盤材
厚さ
 (m)

Ｂケース２’-① 28

解析ケース No. 経路略称 評価点

単位廃棄物中濃度
あたりの年間被ばく線量

(mSv/y per Bq/g)

10μ Sv/y相当濃度
(Bq/g)

＊ 

のための公共工事は、当該災害廃棄物が発生した県において実施されるものである

ことを基本とする。 

 

※ 管理された状態での災害廃棄物の再生利用の考え方の概要と安全評価の結果

は以下のとおり。 

○ 道路の路盤材等へ利用する場合、利用者・周辺居住者の被ばく線量が

0.01mSv/年以下となるよう管理された状態で利用することは可能。 

○ 例えば、遮蔽効果を有する資材により地表面から 30cm の厚さを確保するこ

とで、およそ３千 Bq/kg以下の再生資材を利用することが可能。 

○ 上層路盤材の厚さを変えた場合のシミュレーション評価の結果は表のとお

り。 

○ なお、これらの評価結果は、一定の道路構造を設定して実施したものである

が、それ以外の構造物に対する目安として活用することも差し支えない。 

○ ただし、工事完了後適切に管理され、遮蔽された状態を維持する必要がある

ので、通常の補修等では交換されることのない資材として、公共事業における

再生利用を基本とする。 

 

  表 評価結果 

＊上層路盤材の上に 0.1mの不透水性アスファルトが敷設されていると仮定 
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土壌汚染対策法施行規則別表第三 

 

特定有害物質の種類 要件 

カドミウム及びその化合物 検液１リットルにつきカドミウム 0.01mg 以下であるこ

と。 

六価クロム化合物 検液１リットルにつき六価クロム 0.05mg 以下であるこ

と。 

シマジン 検液１リットルにつき 0.003mg以下であること。 

シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと。 

チオベンカルブ 検液１リットルにつき 0.02mg以下であること。 

四塩化炭素 検液１リットルにつき 0.002mg以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液１リットルにつき 0.004mg以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液１リットルにつき 0.02mg以下であること。 

シス-1,2-ジクロロエチレン 検液１リットルにつき 0.04mg以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン 検液１リットルにつき 0.002mg以下であること。 

ジクロロメタン 検液１リットルにつき 0.02mg以下であること。 

水銀及びその化合物 検液１リットルにつき水銀 0.0005mg以下であり、かつ、

検液中にアルキル水銀が検出されないこと。 

セレン及びその化合物 検液１リットルにつきセレン 0.01mg以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液１リットルにつき 0.01mg以下であること。 

チウラム 検液１リットルにつき 0.006mg以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液１リットルにつき１mg以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液１リットルにつき 0.006mg以下であること。 

トリクロロエチレン 検液１リットルにつき 0.03mg以下であること。 

鉛及びその化合物 検液１リットルにつき鉛 0.01mg以下であること。 

砒素及びその化合物 検液１リットルにつき砒素 0.01mg以下であること。 

ふっ素及びその化合物 検液１リットルにつきふっ素 0.8mg以下であること。 

ベンゼン 検液１リットルにつき 0.01mg以下であること。 

ほう素及びその化合物 検液１リットルにつきほう素１mg以下であること。 

ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこと。 

有機りん化合物 検液中に検出されないこと。 

 

 

 

 

別添１ 
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土壌汚染対策法施行規則別表第四 

 

特定有害物質の種類 要件 

カドミウム及びその化合物 土壌１kgにつきカドミウム 150mg以下であること。 

六価クロム化合物 土壌１kgにつき六価クロム 250mg以下であること。 

シアン化合物 土壌１kgにつき遊離シアン 50mg以下であること。 

水銀及びその化合物 土壌１kgにつき水銀 15mg以下であること。 

セレン及びその化合物 土壌１kgにつきセレン 150mg以下であること。 

鉛及びその化合物 土壌１kgにつき鉛 150mg以下であること。 

砒素及びその化合物 土壌１kgにつき砒素 150mg以下であること。 

ふっ素及びその化合物 土壌１kgにつきふっ素 4,000mg以下であること。 

ほう素及びその化合物 土壌１kgにつきほう素 4,000mg以下であること。 

 

 

別添２ 


